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令和 2 年度 令和 11

１．事業概要

（１）

① 給 水

人

人

千㎥／ha

② 施 設 

％

③ 料 金

料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い ）

平 成 9 年 10 月 1 日

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

料金設定については、上勝町簡易水道給水条例に則り実施している。以下に、料金詳細を示す。

施 設 能 力 721 ㎥／日 施 設 利 用 率 89.5

配水池設置数 15

水 源                                                       （複数選択可）

施 設 数
浄水場設置数 4

管 路 延 長 64.1
千ｍ

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 49 年 5 月 1 日 計 画 給 水 人 口 1,482

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法非適
法適用化移行予定：令和6年4月1日

現 在 給 水 人 口 955

有 収 水 量 密 度 0.18

別添１－1

上勝町簡易水道事業経営戦略

団 体 名 ： 徳島県上勝町

事 業 名 ： 上勝町簡易水道事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

1　水道料金

2　メーター使用料金(1戸使用料金)

3　分担金

30ミリメートル 600円 40ミリメートル 800円 50ミリメートル 1,000円

90円 16ミリメートル 180円 20ミリメートル 360円 25ミリメートル

給水装置新設申込者が負担100,000円東地区，西地区，いっきゅう地区，南岡地区分担金

1ケ月当たり 口径 1ケ月当たり 口径 1ケ月当たり 口径 1ケ月当たり

500円13ミリメートル

1立方メートルにつき　90円

　1　共用給水装置使用者の使用水量は，各戸が平均に使用したものとみなす。

　2　使用廃止又は休栓の届出がないときは，メーターに使用水量を標示しない場合においても基本料金を徴収する。違反処分により給水を停止したときも同様とする。

　3　私設消火栓を演習のため使用した場合は，1栓1回(20分以内)を8立方メートル使用したものとみなし，特殊用の料金を徴収する。

備考

100立方メートルを超える部分　90円

一般用 10立方メートルまで 1,000円

共用 10立方メートルまで 800円

1ケ月基本料金

10,000円

8,000円

超過料金(1立方メートルにつき)

10立方メートルを超え30立方メートルまでの部分　70円

30立方メートルを超え50立方メートルまでの部分　80円

50立方メートルを超える部分　90円

10立方メートルを超え30立方メートルまでの部分　70円

1ケ月基本水量

200立方メートルまで

100立方メートルまで

用途

湯屋用

工業用

特殊用

口径

30立方メートルを超える部分　90円

200立方メートルを超える部分　80円
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④ 組 織

（２）

（３）経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）水需要の予測

 本町は、新たな転入者数より、人口の自然減少数が多く、今後の給水人口の減少を鑑みると、水需要の増加は見込めないと推測される。
また、住民の節水意識の向上や節水型器具の普及も水需要減少の一因となることと考えている。今後は、水道未加入区域の簡易水道への編入を促
し、適切な水需要に応えるべく整備を進めていく。

*1 水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策としては、
経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

※ 直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

 令和元年度に策定・公表した平成30年度決算の「経営比較分析表」を添付する。

給水人口の予測

 '本町の給水人口は、平成30年度末時点において955人で、普及率は62.6％となっており、全国平均及び徳島県平均を下回っている状況である。
なお、本町の簡易水道事業のほか、地域の特性上、独自の簡易水道施設を設置している地区については、普及率の算定には加えていない。（平成
29年度に南岡地区の簡易水道を本町事業に編入）
 近年においては、普及率も年次1％前後の上昇がみられるものの、今後は、人口減少に伴い、給水人口も減少してくるものと考えている。普及率
は、70％を維持することを目標とする。（70％達成年度までは、年次1％ずつ上昇）
 ※平成30年度までの人口（行政・給水）は決算統計を参考。また、それ以降の本町の行政人口については、「上勝町地域創生人口ビジョン（平
成27年9月）」を参考に推計を行った。推計された行政人口と普及率（目標値）より給水人口を算出。

 令和元年度現在、維持管理及び総合的な事務を行う職員として、上勝町建設課内に１名を設定している。なお、他の事業と兼務しながら水道事
業に従事している。

これまでの主な経営健全化の取組

 漏水調査業務、病原菌検査業務、水道水質検査業務委託などを民間業者に委託している。
 公会計制度にて作成を行った固定資産台帳より、資産状況（配置、老朽化）の把握に努めており、従来の事後保全型ではなく、事前保全型の維
持管理方針を実施し、老朽化した施設・管路の更新を実施する。
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（３）

（４）

（５）

 職員数については、1名分の計上としており、これ以上の削減は多様化する業務への対応において困難であると捉えている。世代間の技術継承も
行えなくなるため、現状維持を目指す。なお、今度の公営企業法適用化の実施に向けては、移行及び移行した場合の業務量増加に対応する人員の
確保が喫緊の課題と捉えているため、業務内容を検証し、適切な人員配置とすることとする。

施設の見通し

 老朽化した施設の更新を行うこととする。特に東地区は供用開始後50年を迎え、固定資産台帳（地方公会計）にて、耐用年数を超えている資産
も多く残っていることから、東地区の優先順位が高くなる。しかしながら、将来的には、人口減少等による今後の水需要の動向によっては、容量
や施設箇所の見直しの検討が必要となると推測される。

料金収入の見通し

 料金収入の見通しに関しては、平成26年度から30年度までの料金収入（営業収益）を基に、先述した給水人口の推計値とを勘案して算出を行っ
た。平成29年度に南岡地区の簡易水道を編入したことを受け、料金収入が上昇したものの、人口減少の推測より、料金収入も減少するものと考え
られる。結果、計画期間の令和11年度では、平成30年度と比較して17.5％程度減少する見込みとなっている。

組織の見通し
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明

② 収支計画のうち財源についての説明

目 標 収入確保のため使用料の収納率を向上させると共に、国庫補助金や企業債等の資金を的確に調達する。

 料金収入の見通しについては、今後の人口減少や住民の節水意識の向上により、減収は避けられない状況にあるが、収納率の向上に努めてい
く。水道未加入区域の簡易水道への編入に加え、安定的な使用料収入を得るために、引き続き、利用料滞納者への料金徴収の強化を行う。
資本的支出（投資）に係る財源は、補助事業に係る補助金を事業費の1/3程度見込んでいるほか、地方債での財源確保を見込んでいる。昨今の国庫
補助金の予算措置状況について細かく情報を収集し、国庫補助金や交付金事業等でより補助率の有利な事業への移行を柔軟的に行い財源確保に努
める。加えて、一般会計からの繰入については、上記したとおり、令和３年度からの老朽化対策を含め、地方債や補助金等も含め1億円を上限と
し、基準外繰入を減少できるように努める。

 本町の地形的条件等もあるが、地区ごとに整備している水道施設の町事業への編入を行うことを検討する。
 委託料については、漏水調査業務、水道水質検査業務委託を民間へ委託し、今後も、人件費等の削減を図る。
 修繕費については、今後、更新工事予定するため、増加傾向になると推測される。
 職員数については、1名分の計上としており、これ以上の削減は多様化する業務への対応において困難であると捉えている。世代間の技術継承も
行えなくなるため、現状維持を目指す。なお、今度の公営企業法適用化の実施に向けて、業務内容を検証し、適切な人員配置とすることとする。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

① 収支計画のうち投資についての説明

目 標 地区ごとの水道施設の老朽化を鑑み、令和３年度以降、更新工事を順次実施していく。

 令和3年度以降、老朽化した施設の更新を実施する。特に、東地区については供用開始より50年を迎えることから、管路を含め、老朽化が著し
いため、優先的に老朽化対策を実施する。建設改良費の財源については、1/3の補助金と、残りは地方債（過疎債及び企業債）とすることを想定
している。一方で、事業全体の経費削減に努めるとともに、維持管理費の抑制に努めがらも、必要に応じて料金の見直しを行うこととも検討す
る。投資の集中による財政負担をできるだけ少なくするため、アセットマネジメント活用検討も視野に入れながら、優先度の高い設備からの更新
や更新箇所の見直しなど、費用対効果を含め更新期間の検討も行い出来る限り平準化に努めることとする。

 給水人口が減少し、水需要も減少する中で、水道料金の減収が予測される。安全で安定した水道水を供給し続けるため、料金水準等も検討した
上で、計画的な維持管理及び経営改善を実施する。また、施設の老朽化が深刻さを増す中で、今後発生が予測されている南海トラフ巨大地震を始
め、様々な自然災害への備えが求められている。法適用化移行を踏まえ、財政計画や更新計画を策定し、経営基盤強化を図るとともに、更なる事
務事業の効率化や経費の節減など水道事業の健全運営に努める。

投資・財政計画（収支計画） ：  別 紙 の と お り
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

① 投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

② 財源についての検討状況等

③ 投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

 策定後は実績と比較し進捗管理を行うとともに、公営企業法適用移行に合わせ、本経営戦略の事後検
証、更新を行う。

動 力 費
 新規の設備導入、設備の改築更新を行う際は、設計において動力費の節減を図れる機器等の採用を検
討する。

職 員 給 与 費
 計画期間中、これまでどおり1人の職員給与費を置いて算定しているが、事業の重要性や業務内容の変
化など必要に応じて、職員の増減を検討する。

そ の 他 の 取 組  該当なし。

そ の 他 の 取 組  該当なし。

委 託 料  委託業務は、厳正な検討を行ったうえで、経費の削減、効率化に努める。

修 繕 費
 計画的な予防修繕を行い、突発的に発生する事故や故障を未然に防ぎ、施設の延命化を図ることによ
り維持管理費の総額を低減するよう努める。

企 業 債
 資本的支出（投資）に係る財源は、補助事業に係る補助金を事業費の1/3程度見込んでいるほか、地方
債での財源確保を見込んでいる。

繰 入 金
 機能強化などに伴う設備投資に一定の目途が着いたことから、新規事業抑制の実現で繰入金の減額も
見込まれるが、依然として、元利償還金に支払い分として依存することになる。料金収入の改定なども視
野に入れながら繰入金の減額に努める。

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

 該当なし。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

 該当なし。                         

そ の 他 の 取 組  該当なし。                         

料 金
 建設投資からの影響を考慮し、財政収支状況を踏まえたうえで、必要に応じて利用料の見直しを実施
する。その際には、利用者に対しての説明を十分に実施する。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

 該当なし。                         

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

 該当なし。                         

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

 施設改築・修繕計画を策定し、投資平準化を図る。

※ 投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
   また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
  た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

広 域 化  効果的かつ効率的な運営を可能とする事業委託の手法等があれば積極的に活用することを検討する。
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

全体総括

　本町では各集落が点在している地域があり、それ
らの集落への建設投資が大きな支出となっている。
　今後、給水世帯の減少ならびに施設の老朽化など
の対策が必要である。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　上勝町は人口密度が低く、水道施設は山間部にあ
るため給水収益に対する設備投資の額が大きい。
　施設利用率は高いが有収率が低いことから、施設
の老朽化による漏水が原因と考えられる。

2. 老朽化の状況について

　老朽化した施設の更新が喫緊の課題であるが、今
後の給水世帯の減少や有収水量等を鑑みた投資規模
とすることが必要である。

2. 老朽化の状況

－

- 該当数値なし 62.62 1,920 955 6.90 138.41 【】

109.63 14.11 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D4 非設置 1,547

経営比較分析表（平成30年度決算）
徳島県　上勝町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)
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60.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 46.26 43.30 33.94 50.70 48.70

平均値 24.39 22.67 37.92 40.89 41.25

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 299.22 315.50 410.65 254.53 267.31

平均値 734.18 789.62 423.18 383.20 383.25

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 76.67 81.69 82.03 81.33 89.45

平均値 48.36 48.70 46.90 47.95 48.26

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 56.35 54.88 51.73 60.00 52.81

平均値 75.24 74.96 74.63 74.90 72.72

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【75.60】 【1,074.14】

【73.77】【55.95】【296.40】【54.36】

【0.54】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

上勝町簡易水道事業経営戦略

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 参考 参考 参考 前々年度 前年度 本年度

区 分 平 成26 年度 平 成27 年度 平 成28 年度 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 15,888 16,857 15,552 52,804 18,478 16,388 23,341 24,434 25,822 20,769 21,460 22,451 22,120 21,539 20,634 20,631

（１） (B) 12,901 13,247 12,759 16,572 16,197 14,706 14,874 14,803 14,724 14,635 14,545 14,448 14,175 13,900 13,625 13,362

ア 12,901 13,247 12,759 16,572 16,183 14,701 14,870 14,798 14,718 14,628 14,540 14,443 14,169 13,894 13,619 13,356

イ (C) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ウ 0 0 0 0 14 5 4 5 6 7 5 5 6 6 6 6

（２） 2,987 3,610 2,793 36,232 2,281 1,682 8,467 9,631 11,098 6,134 6,915 8,003 7,945 7,639 7,009 7,269

ア 2,587 3,310 2,693 2,337 1,863 1,682 1,524 1,360 1,193 1,027 870 749 629 514 440 407

イ 400 300 100 33,895 418 0 6,943 8,271 9,905 5,107 6,045 7,254 7,316 7,125 6,569 6,862

２ (D) 9,972 11,843 18,925 16,340 16,838 22,154 16,118 17,047 16,649 16,655 16,708 15,764 15,748 15,542 15,438 15,358

（１） 5,196 7,389 14,798 12,525 13,326 18,895 13,217 14,461 14,385 14,711 15,067 14,368 14,598 14,626 14,674 14,666

ア 51 957 523 335 960 900 565 565 565 565 565 565 565 565 565 565

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 5,145 6,432 14,275 12,190 12,366 17,995 12,652 13,896 13,820 14,146 14,501 13,803 14,033 14,060 14,109 14,101

（２） 4,776 4,454 4,127 3,815 3,512 3,259 2,901 2,586 2,264 1,944 1,641 1,396 1,150 916 764 692

ア 4,776 4,454 4,127 3,815 3,512 3,259 2,901 2,586 2,264 1,944 1,641 1,396 1,150 916 764 692

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３ (E) 5,916 5,014 △ 3,373 36,464 1,640 △ 5,766 7,223 7,387 9,173 4,114 4,752 6,687 6,372 5,997 5,196 5,273

1 (F) 19,131 18,830 15,245 8,687 9,414 10,081 9,476 98,640 98,807 98,973 99,130 99,251 99,371 99,486 99,560 99,593

（１） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２） 19,131 18,830 15,245 8,687 9,414 10,081 9,476 98,640 98,807 98,973 99,130 99,251 99,371 99,486 99,560 99,593

（３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（５） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（６） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（７） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２ (G) 21,210 21,815 20,591 16,345 18,740 20,786 16,744 108,559 108,080 102,971 103,942 105,988 105,327 105,648 104,797 104,817

（１） 3,294 3,064 1,922 0 2,349 4,350 0 91,500 90,700 86,000 88,000 86,000 80,000 78,500 77,000 76,500

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２） (H) 17,916 18,751 18,669 16,345 16,391 16,436 16,744 17,059 17,380 16,971 15,942 19,988 25,327 27,148 27,797 28,317

（３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（５） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３ (I) △ 2,079 △ 2,985 △ 5,346 △ 7,658 △ 9,326 △ 10,705 △ 7,268 △ 9,919 △ 9,273 △ 3,998 △ 4,812 △ 6,737 △ 5,956 △ 6,162 △ 5,237 △ 5,224

(J) 3,837 2,029 △ 8,719 28,806 △ 7,686 △ 16,471 △ 45 △ 2,532 △ 100 116 △ 60 △ 50 416 △ 165 △ 41 49

(K) 0 0 0 33,495 0 0

(L) 34,437 38,273 40,302 31,583 26,894 19,208 2,737 2,692 160 61 177 117 67 483 318 278

(M) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 38,274 40,302 31,583 26,894 19,208 2,737 2,692 160 61 177 117 67 483 318 278 327

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 38,274 40,302 31,583 26,894 19,208 2,737 2,692 160 61 177 117 67 483 318 278 327

(Q) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(Q)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(S) 12,901 13,247 12,759 16,572 16,197 14,706 14,874 14,803 14,724 14,635 14,545 14,448 14,175 13,900 13,625 13,362

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（T) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(U) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(V) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(W) 0 0 0 0 0 0

(X) 248,056 229,304 210,636 194,291 177,901 161,465 144,721 188,662 232,282 276,311 321,369 362,381 398,054 431,906 465,109 497,792

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

2,587 3,310 2,693 2,337 1,863 1,682 1,524 1,360 1,193 1,027 870 749 629 514 440 407

2,500 2,332 2,161 2,000 1,840 1,663 1,508 1,348 1,185 1,022 869 744 619 499 420 382

87 978 532 337 23 19 16 12 8 5 1 5 10 15 20 25

19,131 18,830 15,245 8,687 9,414 10,081 9,476 98,640 98,807 98,973 99,130 99,251 99,371 99,486 99,560 99,593

9,353 9,777 9,935 8,587 8,853 8,794 8,515 17,825 17,908 17,236 16,924 18,748 20,821 21,584 21,760 21,973

9,778 9,053 5,310 100 561 1,287 961 80,815 80,899 81,737 82,206 80,503 78,550 77,902 77,800 77,620

21,718 22,140 17,938 11,024 11,277 11,763 11,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

0 0 0 0
地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R) 0 0

66 63 54 50 48 4756 42 71 72 76 62

0 0

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 57 55 41 162

0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0赤 字 比 率 （ ×100 ） 0 0

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

令和11年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和8年度 令和9年度 令和10年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息
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